
種別 番号 件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名 付託委員会

議案 ４５ 製造請負契約締結について（救助工作車Ⅱ型艤装）

議案 ４６ 財産取得について（災害用備蓄物品（自動ラップ式トイレ)）

議案 ４７ 和泉市職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例制定について

議案 ４８ 和泉市職員旅費条例及び和泉市実費弁償条例の一部を改正する条例制定について

議案 ４９
和泉市議会議員及び和泉市長の選挙における選挙運動用ビラの作成の公営に関する条
例及び和泉市議会議員及び和泉市長の選挙における選挙運動用ポスターの作成の公営
に関する条例の一部を改正する条例制定について

議案 ５０
工事請負契約締結について（和泉市富秋中学校区等における市営住宅集約建替他公共
施設整備等事業）

議案 ５１ 損害賠償の額の決定及び和解について（道路上事故）

議案 ５２ 令和６年度和泉市水道事業会計剰余金の処分について

議案 ５３ 令和６年度和泉市公共下水道事業会計剰余金の処分について

議案 ５４ 財産取得について（高規格救急自動車）

議案 ５５
和泉市水道事業、公共下水道事業及び公共浄化槽事業の設置等に関する条例の一部を
改正する条例制定について

議案 ５６ 和泉市水道事業給水条例の一部を改正する条例制定について

議案 ５７ 和泉市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例制定について

議案 ５８
和泉市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する
条例制定について

議案 ５９
和泉市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例
の一部を改正する条例制定について

議案 ６０
和泉市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改
正する条例制定について

議案 ６１ 令和７年度和泉市一般会計補正予算（第３号）
所管
委員会

議案 ６２ 令和７年度和泉市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号）

議案 ６３ 令和７年度和泉市介護保険事業特別会計補正予算（第１号）

議案 ６４ 令和７年度和泉市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号）

議案 ６５ 令和７年度和泉市水道事業会計補正予算（第２号）
都市環境
委員会

　◎　議案第６１号　令和７年度和泉市一般会計補正予算（第３号）

　　　○歳入       ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 総務企画委員会

　　　○歳出のうち

  ２款　総務費 　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　総務企画委員会

１２款　諸支出金 　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　総務企画委員会

　　　○債務負担行為補正

　　　○地方債補正

　　旧消防本部庁舎除却事業 　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　総務企画委員会　　　　

　　防災施設整備事業 　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　総務企画委員会　　　　

令和７年和泉市議会第３回定例会付託案件表

総務企画
委員会

都市環境
委員会

厚生文教
委員会

厚生文教
委員会

分　割　付　託　案　件　内　訳



No.１

日程 種別 番号 件　　　　　　　　　　　　　　名 摘要

1 会議録署名議員の指名について

２ 会期の決定について

３ 監査報告 １９ 例月出納検査結果報告（会計室扱　令和７年３月分） 別冊Ｐ.　２

４ 監査報告 ２０ 例月出納検査結果報告（上下水道部企業出納員扱　令和７年３月分） 別冊Ｐ.１６

５ 監査報告 ２１ 例月出納検査結果報告（病院企業出納員扱　令和７年３月分） 別冊Ｐ.３２

６ 監査報告 ２２ 例月出納検査結果報告（会計室扱　令和６年度　令和７年４月分） 別冊Ｐ.３７

７ 監査報告 ２３ 例月出納検査結果報告（会計室扱　令和７年４月分） 別冊Ｐ.５１

８ 監査報告 ２４ 例月出納検査結果報告（上下水道部企業出納員扱　令和７年４月分） 別冊Ｐ.６５

９ 監査報告 ２５ 例月出納検査結果報告（病院企業出納員扱　令和７年４月分） 別冊Ｐ.８１

１０ 監査報告 ２６ 例月出納検査結果報告（上下水道部企業出納員扱　令和７年５月分） 別冊Ｐ.８６

１１ 監査報告 ２７ 例月出納検査結果報告（病院企業出納員扱　令和７年５月分） 別冊Ｐ.１０２

１２ 監査報告 ２８ 例月出納検査結果報告（会計室扱　令和６年度　令和７年５月分） 別冊Ｐ.１０７

１３ 監査報告 ２９ 例月出納検査結果報告（会計室扱　令和７年５月分） 別冊Ｐ.１２１

１４ 監査報告 ３０ 定期監査（令和７年度第１次分）結果報告書 別冊

１５
教育委員会

報告
１ 和泉市教育委員会の点検・評価報告書（令和６年度事業対象分） 別冊

１６ 報告 ２１ 令和６年度決算に基づく和泉市健全化判断比率の報告について Ｐ．１５

１７ 報告 ２２ 令和６年度決算に基づく和泉市資金不足比率の報告について Ｐ．１６

１８ 報告 ２３ 専決処分の報告について（交通事故に係る損害賠償の額の決定及び和解） Ｐ．１８

１９ 議案 ４５ 製造請負契約締結について（救助工作車Ⅱ型艤装） Ｐ．２２

２０ 議案 ４６ 財産取得について（災害用備蓄物品（自動ラップ式トイレ)） Ｐ．２４

２１ 議案 ４７ 和泉市職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例制定について Ｐ．２６

２２ 議案 ４８
和泉市職員旅費条例及び和泉市実費弁償条例の一部を改正する条例制定につい
て

Ｐ．３３

２３ 議案 ４９
和泉市議会議員及び和泉市長の選挙における選挙運動用ビラの作成の公営に関
する条例及び和泉市議会議員及び和泉市長の選挙における選挙運動用ポスター
の作成の公営に関する条例の一部を改正する条例制定について

Ｐ．４５

２４ 議案 ５０
工事請負契約締結について（和泉市富秋中学校区等における市営住宅集約建替
他公共施設整備等事業）

Ｐ．４９

２５ 議案 ５１ 損害賠償の額の決定及び和解について（道路上事故） Ｐ．５４

令和７年和泉市議会第３回定例会議事日程（第１日）

 (９月８日）



No.２

日程 種別 番号 件　　　　　　　　　　　　　　名 摘要

２６ 議案 ５２ 令和６年度和泉市水道事業会計剰余金の処分について Ｐ．５７

２７ 議案 ５３ 令和６年度和泉市公共下水道事業会計剰余金の処分について Ｐ．５９

２８ 議案 ５４ 財産取得について（高規格救急自動車） Ｐ．６２

２９ 議案 ５５
和泉市水道事業、公共下水道事業及び公共浄化槽事業の設置等に関する条例の
一部を改正する条例制定について

Ｐ．６４

３０ 議案 ５６ 和泉市水道事業給水条例の一部を改正する条例制定について Ｐ．６７

３１ 議案 ５７
和泉市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例制定につ
いて

Ｐ．７０

３２ 議案 ５８
和泉市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改
正する条例制定について

Ｐ．８２

３３ 議案 ５９
和泉市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め
る条例の一部を改正する条例制定について

Ｐ．８５

３４ 議案 ６０
和泉市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一
部を改正する条例制定について

Ｐ．８８

３５ 議案 ６１ 令和７年度和泉市一般会計補正予算（第３号） Ｐ．９１

３６ 議案 ６２ 令和７年度和泉市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号） Ｐ．９９

３７ 議案 ６３ 令和７年度和泉市介護保険事業特別会計補正予算（第１号） Ｐ．１０３

３８ 議案 ６４ 令和７年度和泉市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号） Ｐ．１１０

３９ 議案 ６５ 令和７年度和泉市水道事業会計補正予算（第２号） Ｐ．１１４

令和７年和泉市議会第３回定例会議事日程（第１日）

 (９月８日）



日程 種別及び番号 件　　　　　　　　　名 摘要

１ 会議録署名議員の指名について

２ 一般質問について

（９月２５日）

令和７年和泉市議会第３回定例会議事日程 （第２日）



日程 種別及び番号 件　　　　　　　　　名 摘要

１ 会議録署名議員の指名について

２ 一般質問について

令和７年和泉市議会第３回定例会議事日程 （第３日）

（９月２６日）



No.１

日程 種別 番号 件　　　　　　　　　　　　　　名 摘要

１ 会議録署名議員の指名について

２ 議案 ６６ 固定資産評価審査委員会委員の選任について Ｐ．１１６

３ 議案 ４５ 製造請負契約締結について（救助工作車Ⅱ型艤装）

４ 議案 ４６ 財産取得について（災害用備蓄物品（自動ラップ式トイレ)）

５ 議案 ４７ 和泉市職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例制定について

６ 議案 ４８
和泉市職員旅費条例及び和泉市実費弁償条例の一部を改正する条例制定につ
いて

７ 議案 ４９
和泉市議会議員及び和泉市長の選挙における選挙運動用ビラの作成の公営に
関する条例及び和泉市議会議員及び和泉市長の選挙における選挙運動用ポス
ターの作成の公営に関する条例の一部を改正する条例制定について

８ 議案 ５０
工事請負契約締結について（和泉市富秋中学校区等における市営住宅集約建
替他公共施設整備等事業）

９ 議案 ５１ 損害賠償の額の決定及び和解について（道路上事故）

１０ 議案 ５２ 令和６年度和泉市水道事業会計剰余金の処分について

１１ 議案 ５３ 令和６年度和泉市公共下水道事業会計剰余金の処分について

１２ 議案 ５４ 財産取得について（高規格救急自動車）

１３ 議案 ５５
和泉市水道事業、公共下水道事業及び公共浄化槽事業の設置等に関する条例
の一部を改正する条例制定について

１４ 議案 ５６ 和泉市水道事業給水条例の一部を改正する条例制定について

１５ 議案 ５７
和泉市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例制定に
ついて

１６ 議案 ５８
和泉市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を
改正する条例制定について

１７ 議案 ５９
和泉市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定
める条例の一部を改正する条例制定について

１８ 議案 ６０
和泉市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の
一部を改正する条例制定について

１９ 議案 ６１ 令和７年度和泉市一般会計補正予算（第３号）
所管

委員長報告

２０ 議案 ６２ 令和７年度和泉市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号）

２１ 議案 ６３ 令和７年度和泉市介護保険事業特別会計補正予算（第１号）

２２ 議案 ６４ 令和７年度和泉市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号）

２３ 議案 ６５ 令和７年度和泉市水道事業会計補正予算（第２号）
都市環境

委員長報告

　令和７年和泉市議会第３回定例会議事日程（第４日）

 (９月３０日）

総務企画
委員長報告

都市環境
委員長報告

厚生文教
委員長報告

厚生文教
委員長報告



No.２

日程 種別 番号 件　　　　　　　　　　　　　　名 摘要

２４ 認定 １ 令和６年度和泉市一般会計決算認定について Ｐ．　４

２５ 認定 ２ 令和６年度和泉市国民健康保険事業特別会計決算認定について Ｐ．　５

２６ 認定 ３ 令和６年度和泉市公共用地先行取得事業特別会計決算認定について Ｐ．　６

２７ 認定 ４ 令和６年度和泉市介護保険事業特別会計決算認定について Ｐ．　７

２８ 認定 ５ 令和６年度和泉市後期高齢者医療事業特別会計決算認定について Ｐ．　８

２９ 認定 ６ 令和６年度和泉市水道事業会計決算認定について Ｐ．１０

３０ 認定 ７ 令和６年度和泉市公共下水道事業会計決算認定について Ｐ．１１

３１ 認定 ８ 令和６年度和泉市公共浄化槽事業会計決算認定について Ｐ．１２

３２ 認定 ９ 令和６年度和泉市病院事業会計決算認定について Ｐ．１３

３３
議員提出

議案
４ 決算審査特別委員会設置について 別紙

３４
議員提出

議案
５ 従来の健康保険証の復活を求める意見書 別紙

３５
議員提出

議案
６

自治体の努力で実施している医療費助成制度の効果を弱め、患者負担を増大
させる保険はずしや選定療養化は行わないことを求める意見書

別紙

３６
議員提出

議案
７ 国民健康保険財政への国庫負担の増額を求める意見書 別紙

３７
議員提出

議案
８ 加齢性難聴者の補聴器購入に対する公的補助制度の創設を求める意見書 別紙

　令和７年和泉市議会第３回定例会議事日程（第４日）

 (９月３０日）



 

 
 

令和７年９月３０日 

和泉市議会議長 

関戸 繁樹  殿 

 

提 出 者 

山本 秀明   谷上  昇   原  重樹   森  久往   スペル・デルフィン   

阿部  博   井阪 雄大   松田 義人 

 

決算審査特別委員会設置について 

 

 標記の議案を別紙のとおり会議規則第１３条の規定により提出する。 

 

（別紙） 

議員提出議案第４号 

 

決算審査特別委員会設置について 

 

 

１．本市議会に、地方自治法第１０９条並びに和泉市議会委員会条例第６条の

規定により、決算審査特別委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

 

２．本委員会は、令和６年度和泉市一般会計決算、各特別会計決算、水道・公

共下水道・公共浄化槽・病院事業会計決算について、調査審査することを目

的とする。 

 

３．本委員会は、委員１２名以内をもって構成する。 

 

４．本委員会は、閉会中も審査並びに調査を行い、係る諸問題が完結するまで

継続するものとする。 

 

 

 



 

令和７年９月３０日 

和泉市議会議長 

関 戸 繁 樹 殿 

 
提 出 者 

谷上  昇   原  重樹   森  久往   松田 義人 

 

従来の健康保険証の復活を求める意見書 

 

標記の議案を別紙のとおり会議規則第１３条の規定により提出する。 

 

（別紙） 

議員提出議案第５号 

 

従来の健康保険証の復活を求める意見書 

 

２０２４年１２月、マイナンバー関連法の改正により、従来の健康保険証の新規発行が停止さ

れた。しかし、健康保険証機能のマイナンバーカードへの一本化は、取得が任意であったはずの

マイナンバーカードの事実上の義務化を意味し、誰もがいつでも必要なときに医療を受けられる

という、わが国の国民皆保険制度の理念と相容れないものである。 

医療現場では、マイナ保険証による資格確認の際に、機器の故障・誤作動、ひもづけの誤り、

情報登録の遅延などのトラブルが依然として多数報告されている。全国保険医団体連合会が２０

２５年２～４月に実施した調査では、約９割の医療機関がオンライン資格確認に関して何らかの

トラブルを経験していると回答している。 

国民皆保険制度の下、保険者の責任で自動交付されてきたのが従来の健康保険証である。マイ

ナ保険証の強行により混乱をきたしている資格確認の現場で、今できる次善策が資格確認書の全

交付であるものの、本来は従来の健康保険証が患者にとっても医療機関にとっても最善であるこ

とは明らかである。 

よって、政府の責任ですべての被保険者の受療権を保障する観点から、従来の健康保険証を復

活させることを強く求める。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和７年９月３０日 

 

大阪府和泉市議会 

 

厚生労働大臣、衆議院議長、参議院議長 殿 



 

 

令和７年９月３０日 

和泉市議会議長 

関 戸 繁 樹 殿 

 
提 出 者 

谷上  昇   原  重樹   森  久往   松田 義人 

 

自治体の努力で実施している医療費助成制度の効果を弱め、 

患者負担を増大させる保険はずしや選定療養化は行わないことを求める意見書 

 

標記の議案を別紙のとおり会議規則第１３条の規定により提出する。 

 

（別紙） 

議員提出議案第６号 

 

自治体の努力で実施している医療費助成制度の効果を弱め、 

患者負担を増大させる保険はずしや選定療養化は行わないことを求める意見書 

 

２４年１０月から、後発医薬品のある先発医薬品(長期収載品)が選定療養となり、患者が後

発医薬品(ジェネリック医薬品)がある薬で先発医薬品の処方を希望した場合、特別の料金(先発

医薬品と後発医薬品の価格差の４分の１相当の料金)が別途徴収されることになった。 

また、一部医薬品の保険適用除外や選定療養化が次年度の予算編成に向けて政党や財務省、

厚労省で議論されている。 

こうした国の動きは、住民要求に基づき各自治体の努力で拡充・無償化が進んでいる子ども

医療費助成制度など自治体が実施している医療費助成制度ではカバーできない患者負担を発生

させるものであり、住民のいのちと健康を守るための自治体の独自施策の効果を弱めるもので

ある。 

数年来続いている物価高騰や実質賃金の低下などのもとで医療費助成制度が住民のいのちと

健康を守るために果たす役割は非常に大きく、制度の拡充が強く望まれている。 

よって、和泉市議会は国に対し、以下のことを強く要望する。 

 

記 

 

１．後発医薬品のある先発医薬品(長期収載品)の選定療養を撤回し、先発医薬品の全額を公的

医療保険の対象に戻すこと。 

２．一部医薬品の保険適用除外や選定療養化の方針を撤回すること。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定に基づき、意見書を提出する。 

 

令和７年９月３０日 

 

                            大阪府和泉市議会 

 

厚生労働大臣、衆議院議長、参議院議長 殿 



 

令和７年９月３０日 

和泉市議会議長 

関 戸 繁 樹 殿 

 
提 出 者 

谷上  昇   原  重樹   森  久往  松田 義人 

 
国民健康保険財政への国庫負担の増額を求める意見書 

 

標記の議案を別紙のとおり会議規則第１３条の規定により提出する。 

 

（別紙） 

議員提出議案第７号 

 

国民健康保険財政への国庫負担の増額を求める意見書 

 

いま、重くのしかかる国保料は、高齢者や自営業者だけでなく、非正規雇用の拡大のもと所得が

低い若い世代や雇用者にとっても生活を圧迫する切実な問題となっている。 

国民健康保険財政に関して、国は低所得の方々の保険料軽減措置として全国知事会等との協議の

結果、毎年約３，４００億円の財政支援を行っている。しかし全国知事会との議論の過程では、国

民健康保険の保険料水準を協会けんぽ並みに引き下げるために必要な公費として、１兆円の財政支

援の拡充が必要という意見もあったほか、国民健康保険制度改革スタート後も全国知事会、全国市

長会それぞれから、３，４００億円の確実な実施とあわせ、さらなる公費の投入が必要だと要望が

出されている。 

そもそも、国民健康保険がスタートした翌年の１９６２年当時の首相の諮問機関・社会保障制度

審議会では、低所得者が多く、保険料に事業主負担がない国民健康保険は相当額を国庫で負担する

必要があり、健康保険とのアンバランスは極力是正すべきだと勧告して出発したもので、これは国

民健康保険制度本来の理念である。 

国民健康保険には他の保険にない均等割があり、特に、子どもに係る均等割は子育て支援への逆

行にほかならず、全国知事会からも要望が提出され、２０２２年から未就学の子どもの均等割の減

免の実施が予定されているが、さらなる支援が必要である。 

公的医療保険は、国民に平等に医療を保障するための仕組みであり、加入する保険によって、負

担や給付に大きな格差があることは、そもそも制度の趣旨に反する。同じ収入・世帯構成の家族

が、加入する保険が違うだけで、保険料の負担が大きく異なる格差を解消することは、社会の公

平・公正という点からも欠かせないものである。 

以上の趣旨から、内閣総理大臣、厚生労働大臣、財務大臣に対して、以下の内容についての意見

書を提出する。 

 

記 

 

１．国民健康保険財政への国庫負担の増額を求める。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和７年９月３０日 

 

大阪府和泉市議会 

 

内閣総理大臣、財務大臣、厚生労働大臣、衆議院議長、参議院議長 殿 



 

 

令和７年９月３０日 

和泉市議会議長 

関 戸 繁 樹 殿 

 
提 出 者 

谷上  昇   原  重樹   森  久往  井阪 雄大   松田 義人 

 

加齢性難聴者の補聴器購入に対する公的補助制度の創設を求める意見書 

 

標記の議案を別紙のとおり会議規則第１３条の規定により提出する。 

 

（別紙） 

議員提出議案第８号 

 

加齢性難聴者の補聴器購入に対する公的補助制度の創設を求める意見書 

 

少子高齢化に突入した日本では、社会の活性化には高齢者の社会参加がこれまで以上に活発

にならなければならない。しかし、高齢者の加齢性難聴による機能の低下は、日常生活が不便

になり、コミュニケーションを困難にするなど生活の質を落とす要因となり、うつや認知症を

起こす危険因子となっている。 

政府は、２０１５年に策定した「新オレンジプラン」の中でも認知症を起こす危険因子とし

て、加齢や高血圧のほか、難聴を挙げられている。また、２０２０年６月の全国市⾧会では、介

護保険制度の中で、「加齢性難聴者の補助器購入に対する補助金制度」を創設することを国に要

望した。さらに２０２１年３月２１日大都市高齢者福祉・高齢者医療主幹課⾧会議でも、国に

公的補助の創設を要望した。 

日本の難聴者率は欧米諸国と大差ないが、すでに補聴器購入に対しての公的補助がほぼ確立

している欧米諸国と比べて日本の普及率は極めて低く、２０１８年に日本補聴器工業会が行っ

た調査によると、イギリス４７．６％、フランス４１％、ドイツ３６．９％、アメリカ３０．

２％に比べて１４．４％にすぎないのである。 

日本の普及率の低さは、補聴器の価格が片耳当たり概ね１０～３０万円と高額で、保険適用

がなく、全額自己負担という実態が原因として考えられる。 

高齢になっても生活の質を落とさずに心身ともに健やかに過ごすことができ、認知症予防、

ひいては健康寿命の延伸、医療費の抑制にもつながるため、以下の事項について要望する。 

 

記 

 

１．加齢性難聴者の補聴器購入に対する公的補助制度の創設をすること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和７年９月３０日 

大阪府和泉市議会 

 

厚生労働大臣 殿 


